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グローバル・ミニマム課税の国際合意と日本の対応 
－影響を受ける多国籍企業が米国に次いで多い日本－ 

 

板津 直孝 

 

▮ 要 約 ▮ 

1. グローバル・ミニマム課税の国内法による法制化が、多くの国及び地域にお

いて進展している。導入国は、国際的に合意されたモデルルールに基づき、

一定規模の多国籍企業を対象に、国ごとに国際最低税率 15％の課税を確保す

る。グローバル・ミニマム課税の特徴は、国際最低税率を下回る軽課税国に

対して、他の国が国際最低税率に至るまで課税できることにある。また、外

国企業を誘致する観点で講じられている税制優遇や軽課税措置は、政策効果

が減殺される。 
2. 日本では、グローバル・ミニマム課税の中核部分である、所得合算ルールが先

行して法制化された。外国子会社等の最低税率 15％に対する不足税額が、2024
年 4 月 1 日以降に開始する事業年度から、日本の親会社に対し課税される。 

3. グローバル・ミニマム課税の国際的な導入は、各国及び地域に大きな影響を及

ぼす。タックスヘイブン（租税回避地）を返上し法人税法を導入する措置や、

税制優遇措置の見直しなどを講じる新たな動きが、国際的に活発化している。 
4. グローバル・ミニマム課税の対象となる一定規模の多国籍企業の最終親会社

は、米国と日本に多く所在する。適用対象となる可能性がある多国籍企業は、

外国子会社等が所在する国及び地域の新たな動きを把握し、モデルルールの適

用プロセスを踏まえた体制整備を進め、早期に対応することが求められてい

る。なお、米国では、共和党がグローバル・ミニマム課税の国内法による法制

化に反対してきた経緯がある。しかし、同課税の相互に連動した租税回避措置

により、アメリカ・ファーストの影響にも限りがあると推察される。 
  

 

 

 

 
 

野村資本市場研究所 関連論文等  
   
・板津直孝「デジタル経済の進展に伴う歴史的な国際課税改革 －デジタル課税と最低法人税率導入の国際合

意－」『野村資本市場クォータリー』2025 年冬号。 

 

●●● 

 

税・会計制度 



グローバル・ミニマム課税の国際合意と日本の対応 －影響を受ける多国籍企業が米国に次いで多い日本－ 

 

 279 

Ⅰ 国際的に法制化が進むグローバル・ミニマム課税 

グローバル・ミニマム課税の国内法による法制化が、多くの国及び地域において進展し

ている。国際的に合意されたモデルルールに基づき、2024 年度又は 2025 年度より、一定

規模の多国籍企業を対象に、国ごとに国際最低税率 15％の課税が確保される。 

グローバル・ミニマム課税の目的は、経済協力開発機構（OECD）が、G20 財務大臣・

中央銀行総裁会議（G20）の要請に基づき、経済のデジタル化に伴う「税源浸食と利益移

転（Base Erosion and Profit Shifting、 以下、BEPS）」に対処することにある。BEPS は、多

国籍企業が利益を海外に移すことで、納税額を大幅に削減、場合によってはほぼゼロにす

る活動を指す。こうした企業行動は、政府にとって歳入の喪失をもたらすものであり、経

済のグローバル化とデジタル化の進展により、BEPS がますます拡大していった。 

グローバル・ミニマム課税の構成は、所得合算ルール（Income Inclusion Rule）、軽課税

所得ルール（Undertaxed Profits Rule）、適格国内ミニマム課税（Qualified Domestic 

Minimum Top-up Tax）、及び租税条約の特典否認ルール（Subject To Tax Rule）からなる。

所得合算ルールと軽課税所得ルールは、グローバル税源浸食防止モデルルール（Global 

Anti-Base Erosion Model Rules、以下、GloBE ルール）を構成し、相互に連動して BEPS 防

止措置を図り、グローバル・ミニマム課税の中核をなす（図表 1）。 

図表 1 グローバル・ミニマム課税の構成 

GloBE ルール  適格国内 
ミニマム課税 

 租税条約の 
特典否認ルール 所得合算ルール 軽課税所得ルール   

外国子会社等の税
負担が国際最低税
率 （ 15% ） に 至 る ま
で、親会社の所在地
国で課税 

親会社や関連企業
の税負担が国際最
低税率（15%）に至る
まで、外国子会社等
の所在地国で課税 

 自国に所在する事業
体の税負担が国際
最低税率（15%）に至
るまで課税 

 利子・使用料等の税
負担が国際最低税
率（9%）を下回る場
合、支払側の所在地
国で源泉徴収 

（出所）OECD,  “Tax Challenges Arising from the Digitalisation of the Economy – Global Anti-Base Erosion Model Rules  
(Pillar Two),” December 20, 2021, 各種資料より野村資本市場研究所作成 

 

グローバル・ミニマム課税の対象となる一定規模の多国籍企業の最終親会社は、米国と

日本に多く所在する。日本の一定規模の多国籍企業は、導入国における国内法の整備動向

と日本の税制改正に留意し、グローバル・ミニマム課税に対応することが求められている。 

本稿では、2024 年度又は 2025 年度より、国際的に適用されるグローバル・ミニマム課

税の現状を整理し、日本の現時点での税制改正の動向と多国籍企業への影響を概説する。 
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Ⅱ 拡大する参加国と国内法における法制化の動向 

BEPS は、一国のみで対応を図ることに限界がある国際課税制度上の課題であることか

ら、OECD は、BEPS 行動計画を実施に移すための「OECD/G20 BEPS 包摂的枠組み

（OECD/G20 Inclusive Framework on BEPS）」を立ち上げた。参加国は、BEPS プロジェク

トの性質上、OECD/G20の枠を超えて主要な新興国・途上国も含まれ、2024年 5月現在、

147 の国及び地域に拡大している1。 

OECD/G20 BEPS 包摂的枠組みの参加各国は、グローバル・ミニマム課税の導入に合意

した上で、GloBE ルールに基づき国内法の整備を順次進めている（図表 2）。 

図表 2 主な参加国における適用開始年度（2024 年 9 月現在） 

主な参加国 所得合算ルール 軽課税所得ルール 適格国内ミニマム課税 

米国 － － － 

日本 2024 年度 － － 

中国 － － － 

ドイツ 2024 年度 2025 年度 2024 年度 

英国 2024 年度 2025 年度 2024 年度 

韓国 2024 年度 2025 年度 ー 

フランス 2024 年度 2025 年度 2024 年度 

香港 2025 年度 2025 年度 2025 年度 

カナダ 2024 年度 2025 年度 2024 年度 

オランダ 2024 年度 2025 年度 2024 年度 

ルクセンブルグ 2024 年度 2025 年度 2024 年度 

オーストラリア 2024 年度 2025 年度 2024 年度 

イタリア 2024 年度 2025 年度 2024 年度 
（出所）WTS Global,  “Pillar Two Country–by–Country Implementation Status,” September 12, 2024 より野村資本市場研

究作成 

 

米国ではバイデン政権が、2024 年 3 月、2025 年度予算の税制提案に関する「グリーン 

ブック」を公表し、米国の現行法を GloBE ルールに準拠する改正案を提示した2。同改正

案では、米国の米国外軽課税無形資産所得（Global Intangible Law-Taxed Income）の合算課

税の基準税率を引き上げ、税務管轄区域ごとの計算に改正することで、所得合算ルールと

して適格にする。また、米国の税源浸食乱用防止税（Base Erosion and Anti-Abuse Tax）を、

 
1 OECD, “Members of the OECD/G20 Inclusive Framework on BEPS,” May 28, 2024. 
2 Department of the Treasury, “General Explanations of the Administration’s Fiscal Year 2025 Revenue Proposals,” March 

11, 2024. 
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軽課税所得ルールに置き換えることも提案されている。しかし、共和党がグローバル・ミ

ニマム課税の法制化に反対していることから、GloBE ルールに完全に適合した国内法の整

備は困難な状況にある。 

中国では、まずは香港の税務管轄区域においてグローバル・ミニマム課税を導入し、

2025 年度から適用を開始する。 

欧州連合（EU）では、2022 年 12 月、グローバル・ミニマム課税に関する指令が採択さ

れた。EU 加盟国は、2023 年 12 月 31 日までに、国内法による法制化が義務付けられた3。 

日本では、グローバル・ミニマム課税の中核部分である、所得合算ルールが先行して法

制化された。外国子会社等の最低税率 15％に対する不足税額が、2024 年 4 月 1 日以降に

開始する事業年度から、日本の親会社に対し課税される。軽課税所得ルール及び国内ミニ

マム課税については、今後の税制改正に向けて法制化が検討されている。 

グローバル・ミニマム課税の導入により、多国籍企業は軽課税国へ利益移転したとして

も、これまでのように納税額の削減を図ることはできなくなる。外国企業を自国内に誘致

する観点で講じられている税制優遇や軽課税措置は、グローバル・ミニマム課税の相互に

連動した BEPS 防止措置により、他の導入国に所在する子会社等において上乗せ課税され

るため、政策効果は減殺される。 

GloBE ルールの相互連動性の特徴は、国際最低税率を下回る軽課税国に対して、他の国

が国際最低税率に至るまで課税できることにある。親会社の所在地国で所得合算ルールに

基づく課税が行われない場合、外国子会社等が所在する軽課税所得ルールの導入国におい

て、国際最低税率まで上乗せ課税されることになる（図表 3）。 

図表 3  GloBE ルールの相互連動性 

１）所得合算ルール：外国子会社等の税負担が国際最低税率に至るまで A 国で課税 

 

 

 

 

 

２）軽課税所得ルール：親会社や関連企業の税負担が国際最低税率に至るまで B 国で課税 

 

 

 

 

 
（出所）財務省「グローバル・ミニマム課税への対応に関する改正のあらまし」2023 年 4 月より野村資本市場

研究所作成 

 
 

3 EUR-Lex, “Council Directive (EU) 2022/2523,” December 14, 2022. 

B 国 A 国 

親会社 子会社等 
同一の多国籍企業グループ 

最低税率 15%未満 

税務 
当局 

課税 

A 国 

親会社 

関連企業 

最低税率 15%未満 B 国 

子会社等 
同一の多国籍企業グループ 

税務 
当局 

課税 
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なお、適格国内ミニマム課税が実施された場合、GloBE ルールに基づく課税は行われな

い。つまり、自国に所在する事業体の税負担が国際最低税率に至るまで、適格国内ミニマ

ム課税が実施された場合、他のGloBEルール導入国による課税は行われない。GloBEルー

ルと適格国内ミニマム課税の適用順序は、①適格国内ミニマム課税、②所得合算ルール、

③軽課税所得ルールの順になる。 

 

Ⅲ 所得合算ルールの法制化を進める日本の動向 

１．GloBE ルールに基づく日本の税制改正 

日本の 2023 年度税制改正において法制化された所得合算ルールは、多国籍企業グルー

プ（Multinational Enterprise Group）に属する、構成事業体（Constituent Entity）の所在地国

における実効税率が、国際的に合意された最低税率 15％を下回る場合、親事業体（Parent 

Entity）の所在地国で、当該親事業体に対して、国際最低税率 15％に至るまでの部分に係

る「トップアップ税額（Top-Up Tax）」を上乗せ課税するものである（図表 4）。 

図表 4 所得合算ルールによる上乗せ課税 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）財務省「グローバル・ミニマム課税への対応に関する改正のあらまし」2023 年 4 月より野村資本市場

研究所作成 

 

所得合算ルールは各国の国内法の改正によって実施されるが、制度を導入する場合には、

国際的に合意された GloBE ルールに基づき改正しなければならない。また、OECD/G20 

BEPS 包摂的枠組みの参加国は、他の参加国による GloBE ルールの適用を容認することが

求められる。 

GloBE ルールは、各国が国内法整備に当たって参照すべき「モデルルール」4及びその

解釈を示した「コメンタリー」5のほか、これらを補足する「執行ガイダンス」6等によっ

 
4 OECD, “Tax Challenges Arising from Digitalisation of the Economy – Global Anti-Base Erosion Model Rules (Pillar 

Two),” December 20, 2021. 
5 OECD, “Tax Challenges Arising from Digitalisation of the Economy – Consolidated Commentary to the Global Anti-Base 

Erosion Model Rules (2023),” April 25, 2024 他。 
6 OECD, “Tax Challenges Arising from Digitalisation of the Economy – Administrative Guidance on the Global Anti-Base 

Erosion Model Rules (Pillar Two),” June 17, 2024 他。 

 
トップアップ税額 

 
適用除外額 

 
構成事業体の所在地国での税負担額 

 
課税ベース 

有形資産と支払給与
の一定割合を除外 

構成事業体の 
所在地国の実効税 

国際最低税率 15% 

税率 



グローバル・ミニマム課税の国際合意と日本の対応 －影響を受ける多国籍企業が米国に次いで多い日本－ 

 

 283 

て構成されている。GloBE ルールは、制度の詳細についての議論が継続されており、合意

されたものから順次、追加的な執行ガイダンス等の形で公表される。2024 年税制改正で

は、2023 年度税制改正後に OECD が公表した執行ガイダンスを踏まえて、GloBE ルール

との整合性を図っている。 

GloBE ルールは、各対象会計年度の直前の 4 対象会計年度のうち、2 以上の対象会計年

度において、最終親事業体（Ultimate Parent Entity）の連結財務諸表における年間連結収益

が、7 億 5,000 万ユーロ以上の多国籍企業グループの構成事業体に適用される。 

連結財務諸表に適用される「一般に公正妥当と認められた会計原則（GAAP）」は、各

国及び各多国籍企業グループによってさまざまである。GloBE ルールでは、国際財務報告

基準（IFRS）、及び米国会計基準（US-GAAP）や日本会計基準などの主要国で採用され

ている GAAP を、適用可能な財務会計基準として定めている。 

最終親事業体の連結財務諸表における年間収益は、GloBE ルールに基づくため、日本の

法人税法においてもユーロ建てで示されている。本邦通貨表示の金額への換算は、欧州中

央銀行によって公表された外国為替の売買相場による7。 

GloBE ルールの原則的な適用プロセスは、構成事業体を特定し、トップアップ税額が所

得合算ルール又は軽課税所得ルールに基づき配賦されるまでの、5 つのステップから構成

されている（図表 5）。 

図表 5 GloBE ルールの原則的な適用プロセス 

トップアップ税額の算出 トップアップ税額の配賦 

ステップ 1 ステップ 2 ・ 3 ステップ 4 ステップ 5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（出所）経済産業省「第 1 回 最低税率課税制度及び外国子会社合算税制のあり方に関する研究会 事務局資料」

2022 年 6 月 17 日より野村資本市場研究所作成 

 

  

 
7 European Central Bank, “Euro Foreign Exchange Reference Rates.” 
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２．構成事業体の特定 

GloBE ルールの対象となる構成事業体は、最終親事業体、連結財務諸表に含まれる連結

事業体、重要性の原則等により連結の範囲から除外された事業体、及び構成事業体の支店

や工場などの事業を行うための一定の場所である恒久的施設（PE）が該当し、持分法8が

適用される事業体等を含まない。重要性の原則等により連結の範囲から除外された事業体

とは、具体的には、事業体の資産、収益、その他の項目から見て重要性が乏しい事業体、

及び譲渡することを目的として保有されている事業体で連結除外されたものを指す。 

その一方で、持分法が適用され、最終親事業体が直接又は間接的に 50％以上の持分を

所有する共同支配事業体（ジョイント・ベンチャー）については、構成事業体と同様の取

扱いになり、GloBE ルールの対象となる。当該ジョイント・ベンチャーの連結事業体及び

恒久的施設も、構成事業体に準じて対象となる。当該ジョイント・ベンチャーは、構成事

業体と所在地国が同じてあっても別のグループとして取扱われ、別々に実効税率を判定し

トップアップ税額を算出する（図表 6）。 

なお、政府機関、国際機関、非営利団体、年金基金、及び最終親事業体である投資ファ

ンド又は不動産投資事業体は、GloBE ルールの適用対象外となる。 

図表 6  GloBE ルールの適用対象範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出所）各種資料より野村資本市場研究所作成 

 

 

  

 
8 持分法とは、投資者が投資先の所有持分を有する場合において、投資先の純資産及び損益のうち投資者に帰

属する部分の変動に応じて、その投資の金額を各対象会計年度に修正する連結方法をいう。 

※ 連結財務諸表に含まれる事業体 最終親
事業体 

多国籍企業グループ 

事業体
A 

事業体
B 

事業体
C 

非連結 
事業体 

※ 重要性の原則等により連結除外された事業体 

恒久的施設 

持分法

適用 JV 

事業体 

恒久的施設 
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３．GloBE 所得の決定 

GloBE 所得は、構成事業体の所在地国ごとの「実効税率」の計算における分母に用いる

もので、各構成事業体の財務諸表上の純損益の金額を起点に、一般的な会計・税務間で生

じる一時差異等に係る加算・減算調整を通じて算出する。 

具体的には、GloBE 所得は、財務諸表上の純損益に「益金算入・損金不算入」の項目を

加算し、「益金不算入・損金算入」の項目を減算して算出されるが、調整項目は、日本の

法人税法が定める税務調整項目とは異なる。 

 

４．調整後対象租税の決定 

「調整後対象租税（Adjusted Covered Taxes）」は、構成事業体ごとに計算した上で、こ

れらの所在地国ごとの合計金額を、実効税率の計算における分子に用いる。具体的には、

財務諸表上で計上されている「対象租税（Covered Taxes）」を特定した上で、その金額に

所定の調整を加えることで算出する。 

対象租税には、主として各構成事業体の所得に対する租税が想定されており、これに財

務会計上は費用として計上されているものを加算したり、GloBE 所得の範囲から除外され

る所得に係る対象租税の金額を減算したりする調整のほか、企業会計と法人税法間の一時

差異等に基因する法人税等調整額9に係る事項の調整を行う。 

 

５．実効税率及びトップアップ税額の算出 

構成事業体の所在地国ごとの実効税率と国際最低税率との差分に相当する「トップアッ

プ税率」に対して、当該所在地国内の構成事業体全体の GloBE 所得の合計額から、「実

質ベースの所得除外（Substance-based Income Exclusion）」（図表 7）に該当する一定の金

額を除外することで得た金額を乗じることで、トップアップ税額を算出する。 

図表 7 実質ベースの所得除外額 

実質ベースの所得除外額＝ 
その国又は地域を所在地国とする全ての構成事業体に係る給与等の費用の額 × 5% 

＋その国又は地域を所在地国とする全ての構成事業体に係る有形固定資産等の額 × 5% 
（注） 2024年中に開始する対象会計年度においては、給与等の費用の額に乗じる割合は 9.8％、有形固定資産

等の額に乗じる割合は 7.8％とし、それぞれ 9 年間で 5％に逓減する経過措置が設けられている。 
（出所）財務省「令和 5 年度国際課税関係の改正（各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税の創設等

関係）」より野村資本市場研究所作成 

 

 
9 企業会計上の税引前当期純利益と法人税法の規定に基づく所要の加算又は減算を行った課税所得の間に生じ

る調整額。 
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構成事業体の所在地国で適格国内ミニマム課税が課されている場合には、上記の方法に

よって算出された金額から、適格国内ミニマム課税による税額を控除した後の残額が、当

該所在地国のトップアップ税額となる。 

 

６．トップアップ税額の配賦 

算出されたトップアップ税額は、当該所在地国の各構成事業体に対して、その GloBE 

所得の金額に応じて比例的に配分さる。 

所在地国内の各構成事業体に配分されたトップアップ税額は、最終親事業体に対して、

その所在地国において課税される。最終親事業体の所在地国が所得合算ルールを導入して

いない場合は、下位の親事業体である中間親事業体（Intermediate Parent Entity）に対して、

その所在地国において課税される。 

親事業体が負担するトップアップ税額は、トップアップ税額が生じている構成事業体に

対する持分を基礎に計算された、帰属割合に応じて決定される。 

中間親事業体の所在地国も所得合算ルールを導入していない場合は、軽課税所得ルール

の対象となる。軽課税所得ルールの適用に当たっては、トップアップ税額が各構成事業体

の所在地国に配分され、当該所在地国においてそれぞれ課税が行われる。 

 

７．適用免除基準（デミニマス） 

構成事業体が各対象会計年度において、収入金額及び所得金額の要件のすべてを満たす

場合には、申告構成事業体は、実効税率が国際最低税率未満であっても、構成事業体の所

在地国におけるトップアップ税額をゼロとすることが選択できる（図表 8）。 

図表 8 適用免除基準 

収入金額要件 構成事業体の所在地国における対象会計年度及びその直前の 2 対象会計年度
の平均収入金額が、1,000 万ユーロ未満であること 

所得金額要件 構成事業体の所在地国における対象会計年度及びその直前の 2 対象会計年度
の GloBE 平均所得が、100 万ユーロ未満であること 

（注） 適用免除基準は、ジョイント・ベンチャーについても構成事業体と同様に適用される。 
（出所）財務省「令和 5 年度国際課税関係の改正（各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税の創設等

関係）」より野村資本市場研究所作成 

 

上記の適用免除基準のほかに、実効税率が国際最低税率以上である可能性が高いと認め

られる構成事業体の所在地国については、GloBE セーフ・ハーバーの定めがある。GloBE

セーフ・ハーバーの対象となる場合、申告構成事業体は、構成事業体の所在地国における

トップアップ税額をゼロとすることが選択できる。GloBE セーフ・ハーバーは、多国籍企
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業グループのコンプライアンス・コストと税務当局の管理負担を軽減するように設計され

ており、恒久的セーフ・ハーバーと移行期間セーフ・ハーバーがある。 

2023 年度税制改正では、GloBE ルールにより詳細が明らかにされた移行期間セーフ・

ハーバーである、「移行期間国別報告事項（Country-by-Country Reporting、以下、CbCR）

セーフ・ハーバー」の法制化が行われた。移行期間 CbCR セーフ・ハーバーは、2024 年 4

月 1 日から 2026 年 12 月 31 日までの間に開始する各会計年度において、提出された CbCR

における記載内容に基づき適用される。CbCR は、所得、収益、納税額及び経済活動に関

する情報を国別に記載するものであり、前年度の連結財務諸表における年間収益が 7 億

5,000 万ユーロ以上の多国籍企業グループは、税務当局への提供義務がある。CbCR は、

BEPS 行動計画 13「多国籍企業の企業情報の文書化」において、OECD によって、グロー

バル・ミニマム課税に先行して整備された。「デミニマス要件」、「簡素な実効税率要

件」、「通常利益要件」のいずれかの要件を満たす場合、申告構成事業体は、移行期間

CbCR セーフ・ハーバーの適用対象となる構成事業体について、所在地国におけるトップ

アップ税額をゼロとすることが選択できる。 

 

Ⅳ 国及び地域によって異なる多国籍企業への影響 

グローバル・ミニマム課税は、年間連結収益が 7 億 5,000 万ユーロ以上の多国籍企業グ

ループを対象にしていることから、当該最終親事業体の税務管轄区域ごとのおおよその分

布は、CbCR の税務当局への提出数で確認することができる。年間連結収益が 7 億 5,000 

万ユーロ以上の多国籍企業グループの最終親事業体は、原則として、最終親事業体が所在

する税務管轄区域の税務当局へ、CbCR を提出することが求められるからである。 

OECD が 2024 年 7 月に公表した「法人税統計」によると、グローバル・ミニマム課税

の対象となる多国籍企業グループの最終親事業体は、米国に次いで日本に多く所在してい

ることがわかる（図表 9）。 

図表 9 CbCR 統計に基づく主な税務管轄区域別の多国籍企業数 

税務管轄区域 CbCR 数 税務管轄区域 CbCR 数 税務管轄区域 CbCR 数 

米国 1,791 フランス 241 オーストラリア 148 

日本 885 香港 234 イタリア 147 

中国 760 カナダ 220 スイス 145 

ドイツ 427 オランダ 171 スペイン 134 

英国   390 ルクセンブルク 155 インド 123 

韓国 267 ケイマン諸島 152 スウェーデン 117 
（出所）OECD, “Corporate Tax Statistics,” July 11, 2024 より野村資本市場研究所作成 
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OECD が 2024 年 7 月に公表した 2024 年版法人税統計は、2021 年度に提出された CbCR

を基に、最終親事業体が所在する 52 の国及び地域で、8,000 を超える多国籍企業グループ

を網羅している10。当該統計は、大規模な多国籍企業グループの最終親事業体がどこの国

及び地域にあるかを示している。 

最終親事業体の 3 分の 1 は米国と日本にあり、米国の 1,791 社に次いで、日本では 885

社が CbCR を提出している。海外子会社等を通じて、国境を越えた財・サービスの取引や

資本の移動が活発化しており、経済のグローバル化が進展している。日本では、2024 年 4

月 1 日以降に開始する事業年度から、所得合算ルールが適用される。適用対象となる日本

の最終親事業体は、今後の税制改正も踏まえたグローバル・ミニマム課税への対応が求め

られる。また、日本企業の海外進出先でも、グローバル・ミニマム課税を踏まえた動きが

あることに留意する必要がある。 

経済産業省が 2024 年 5 月に公表した「海外事業活動基本調査」の確報は、日本企業の

海外事業活動の現状を示している。同調査では、日本側出資比率が 10％以上の海外子会

社と、日本側出資比率が 50％超の海外子会社が 50％超の出資を行っている海外孫会社を

現地法人としている。当該現地法人は、グローバル・ミニマム課税の対象となる構成事業

体とは範囲が異なるが、日本企業の主な海外進出先を把握することができる。 

図表 10 は、同調査がカバーする日本企業の現地法人が所在する主な国及び地域を、

OECD が公表した合計法人所得税率に基づく実効税率ごとに一覧にしたものである。 

図表 10 主な国及び地域における日本企業の現地法人数と法定実効税率 

法定実効税率 国及び地域別現地法人数 

34% ブラジル（275 社） 

30% ドイツ（560 社）、オーストラリア（385 社）、メキシコ（385 社） 

28% イタリア（139 社） 

26% 米国（2,856 社）、韓国（761 社）、オランダ（343 社）、フランス（252 社）、カナダ（223 社） 

25% 中国（5,823 社）、フィリピン（607 社）、インド（597 社）、英国（520 社）、パナマ（328 社） 

24% マレーシア（779 社） 

22% インドネシア（1,104 社） 

20% タイ（2,293 社）、ベトナム（1,223 社） 

17% 香港（1,077 社）、シンガポール（1,063 社） 

13% アイルランド（31 社） 

12% マカオ（3 社） 

10% カタール（7 社）、ブルガリア（5 社）、パラグアイ（3 社） 

9% アラブ首長国連邦（90 社）、ハンガリー（45 社） 

0% ケイマン諸島（45 社）、バージン諸島（23 社）、バハマ（18 社）、バミューダ諸島（13 社） 
（出所）OECD, “Corporate Income Tax Statutory and Targeted Small Business Rates,” July 11, 2024, 経済産業省「海外

事業活動基本調査」2024 年 5 月 31 日より野村資本市場研究所作成 

 
10 OECD, “Corporate Tax Statistics,” July 11, 2024. 
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アイルランド、ブルガリア、ハンガリーの法定実効税率は、国際最低税率 15％を下

回っている。しかし、当該各国は EU 加盟国であることから、EU 指令に基づきグローバ

ル・ミニマム課税の導入を決定した。2024 年度より所得合算ルール及び適格国内ミニマ

ム課税、2025 年度より軽課税所得ルールがそれぞれ適用される。 

アラブ首長国連邦の連邦財務省は、2022 年 10 月、「法人及び事業者への課税に関する

2022 年連邦法令第 47 号」を公布した11。同連邦法令は、連邦法人税を新たに導入するも

のであり、一定の法人に対して、2023 年 6 月 1 日以降に開始する課税年度より、375,000

エミラティディルハム（AED）を超える課税所得に 9％の連邦法人税が課される。アラブ

首長国連邦は、OECD/G20 BEPS 包摂的枠組みの参加国であり、グローバル・ミニマム課

税の導入に向けた連邦法の整備を進めている。 

所得に対する租税が存在しないタックスヘイブン（租税回避地）においても、グローバ

ル・ミニマム課税の国際的な導入を受けた動きがある。バミューダ諸島の政府は、2023

年 12 月、タックスヘイブンへの租税回避が防止されることを受けて、法人所得税法を新

たに制定した12。同法は、グローバル・ミニマム課税の対象となる多国籍企業グループに

属する構成事業体に、2025年 1月 1日以降に開始する事業年度より、国際最低税率と同様

の法人所得税率 15％を適用する。同法の制定は、OECD/G20 BEPS 包摂的枠組みの参加国

として、コミットメントを果たすことを目的としているが、本質的には GloBE ルールを

導入するのではなく、他国によって課税される前に、自国の歳入に充てる狙いがあると推

察される。 

シンガポールのローレンス・ウォン財務大臣は、2021年 7月、グローバル・ミニマム課

税がシンガポールに与える影響として、外国企業を誘致するための税制優遇措置の有効性

が制限されることを議会において答弁した13。シンガポールには、適用対象となる多国籍

企業グループが約 1,800 社あり、その大半のグループ実効税率は、複数の税制優遇措置に

より、国際最低税率を下回ることが予想される。シンガポールでは、グローバル・ミニマ

ム課税の国内法による法制化を進めるとともに、GloBE ルールに準拠した投資税額控除の

導入を新たに進めた14。 

米国では、グローバル・ミニマム課税の導入を各国に推し進めた、ジャネット・イエレ

ン財務長官の外交努力にもかかわらず、ドナルド・トランプ元大統領の再選及び連邦議会

上下両院の共和党過半数獲得により、GloBE ルールに完全に適合した税制改正は困難な状

況になると見られる。イエレン財務長官は、グローバル・ミニマム課税について合意を達

成することが最優先事項であり、これにより法人税の引き下げ競争が止まり、利益を上げ

ている企業が公正な税負担を果たし、各国政府が人々や経済に投資するための資源を確保

することにもつながるとして、合意への参加を保留していたエストニアの財務大臣を説得

 
11 Federal Tax Authority, “Taxation of Corporations and Businesses,” October 3, 2022. 
12 Government of Bermuda, “Corporate Income Tax Act 2023,” December 15, 2023. 
13 Ministry of Finance, “Implications on Singapore from G7 Agreement on Global Minimum Corporate Tax Rate” July 5, 

2021. 
14 Ministry of Finance, “Building Our Shared Future Together,” February 18. 2024.  
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した経緯がある15。イエレン財務長官は、米国は自滅的な国際的租税競争に参加し、自国

の法人税率を引き下げたが、国際的な法人税引下げ競争に勝った国はないとして、2018

年のトランプ政権下において、法人実効税率を大幅に引き下げたことを痛烈に批判した。

その上で、OECD 加盟国を含む 130 の国及び地域が、2021 年 7 月、共通の法人税の最低税

率を 15％以上とすることで暫定合意したことに対して、「今日は経済外交にとって歴史

的な日」だと述べた16。米国内における税制改正は混迷を極める状況にあるが、イエレン

財務長官の外交努力は、一定の成果を残すと見られる。グローバル・ミニマム課税は、既

に多くの国及び地域において法制化が完了しており、加えて、GloBE ルールは、相互に連

動して BEPS 防止措置を図れるように設計されているため、次期政権のアメリカ・ファー

ストの影響にも限りがあると推察される。 

EU が 2021 年に創設した研究機関である EU Tax Observatory によると、OECD 諸国に親

事業体が所在する多国籍企業グループは、グローバル・ミニマム課税の導入によって、年

間 2,004 億ユーロの法人税負担が増加すると試算している17。グローバル・ミニマム課税

の国際的な導入は、多くの国及び地域において新たな対応を活発化させるとともに、一定

規模の多国籍企業グループに大きな影響を及ぼす。 

適用対象となる可能性がある多国籍企業グループは、構成事業体が所在する国及び地域

の新たな動きを把握し、GloBE ルールの適用プロセスを踏まえた体制整備を進め、早期に

対応することが求められている。グローバル・ミニマム課税の導入により、法人税負担が

増加する場合や、税制優遇効果が減殺される場合、サプライチェーンの見直しなどは、重

要な検討事項になる可能性がある。 

 

 

 

 
15 U.S. Department of the Treasury, “READOUT: Secretary of the Treasury Janet L. Yellen’s Call with Estonia Finance 

Minister Keit Pentus-Rosimannus,” October 6, 2021. 
16 “Global tax overhaul backed by 130 countries,” BBC, July 2, 2021. 
17 EU Tax Observatory, “Revenue Effects of the Global Minimum Tax,” October 2021. 


